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制定 21 都市基調第 563 号 

平成 21 年４月１日 

改定 22 都市基調第 291 号 

平成 22 年４月１日 

改定 23 都市基調第 222 号 

平成 23 年４月１日 

改定 24 都市基調第 13 号 

平成 24 年４月２日 

改定 26 都市基調第 14 号 

平成 26 年４月１日 

改定 26 都市基調第 1279 号 

平成 27 年４月１日 

改定 29 都市基調第 935 号 

平成 30 年３月２３日 

改定 ３都市基調第 143 号 

令和３年５月 20 日 

第１ 目的 

 この要綱は、総合的な治水対策の一環として、雨水流出抑制事業を実施する区市町に

対して、都がその事業に要する経費の一部を補助するために、必要な事項を定めること

を目的とする。 

 なお、この要綱の制定に伴い、平成 19年４月１日付け施行の雨水流出抑制助成事業補

助要綱は廃止する。 

第２ 定義 

１ この要綱において、「雨水流出抑制事業」（以下「抑制事業」という。）とは、区市町

が自ら行う第４に掲げる工事及び第４に掲げる工事に対して区市町が行う助成事業を

いう。 

２ この要綱において、「雨水流出抑制施設」とは、雨水の流出を抑制するために、雨水

を地下に浸透させる施設又は雨水を一時貯留する施設で、かつ、その構造等が第４の

１及び２に該当するものをいう。 

３ この要綱において、「公共雨水浸透ます」とは、東京都下水道局で道路内に設置する

雨水浸透ますをいう。 

４ この要綱において、「雨水タンク」とは、屋根に降った雨水を一時貯留するタンクを

雨水流出抑制事業補助要綱



- 2 - 

いう。 

第３ 補助対象者 

  補助対象者は、抑制事業を行う区市町のうち、都が水害状況を考慮の上、雨水流出抑

制施設の設置を推進する必要があると認める次の流域に掛かる区市町とする。 

 １ 神田川流域 

 ２ 渋谷川・古川流域 

 ３ 石神井川流域 

 ４ 目黒川流域 

 ５ 呑川流域 

 ６ 野川流域 

 ７ 白子川流域 

 ８ 谷沢川・丸子川流域 

 ９ 境川流域 

 10 柳瀬川流域 

第４ 補助対象工事 

     補助対象工事は、雨水流出抑制施設を設置する工事、公共雨水浸透ますへ宅地内の雨

水管を接続する工事及び雨水タンクを設置する工事で、次の要件を備えるものとする。

ただし、仮設建築物に係るものを除く。 

 １ 個人が所有する住宅等に設置するもの（ただし、敷地面積が 500 ㎡以上の新築住宅

を除く。） 

 ２ 雨水流出抑制施設については、「東京都雨水貯留・浸透施設技術指針（資料編）」（平

成 21年２月東京都総合治水対策協議会）42ページに定める施設又は当該施設と同等以

上の単位貯留浸透量を有するもの 

 ３ 雨水タンクについては、雨水流出抑制施設を優先的に設置するものとし、雨水流出

抑制施設の設置が困難な場合及び雨水流出抑制施設を設置した上で雨水タンクを設置

する場合について補助対象とする。 

第５ 補助金の額 

  都が区市町に交付する補助金の額は、予算の範囲内で、都が別に定める標準工事費単

価に必要数量を乗じて得た額（以下「標準工事費」という。）又は区市町が定める助成金

の額（区市町が施工する場合は工事金額）のいずれか小さい額の 45％以内とし、１件当

たり 18 万円を上限とする。なお、雨水タンクについての補助金の額は、予算の範囲内で、

当該雨水タンクの本体価格の 13.75％の額とし、１個当たり７千７百円を上限とする。 

第６ 補助金の交付申請 

  区市町長は、補助金の交付を受けようとするときは、雨水流出抑制事業補助金交付申

請書（別記第１号様式）及び関係書類を添付して知事に申請するものとする。 

第７ 補助金の交付決定及び通知 
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 １ 知事は、補助金の交付の申請があったときは、雨水流出抑制事業補助金交付申請書

及び関係書類の内容を審査し、適当と認めたものについて補助金の交付を決定するも

のとする。 

 ２ 知事は、補助金の交付を決定したときは、雨水流出抑制事業補助金交付決定通知書

（別記第２号様式）により、その交付額その他必要な事項を区市町長に通知するもの

とする。 

第８ 承認事項 

 １ 区市町長は、補助金の交付決定を受けた後、補助に係る抑制事業の内容を変更しよ

うとするときは、雨水流出抑制事業補助金交付決定額変更申請書（別記第３号様式）

を提出し、知事の承認を受けるものとする。 

 ２ 区市町長は、補助金の交付決定を受けた後、抑制事業の実施について次の各号に該

当する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（１）抑制事業を中止し、又は廃止するとき。 

（２）抑制事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難となったとき。 

第９ 実績報告 

  補助に係る抑制事業が完了したとき又は補助金の交付に係る会計年度が終了したとき

は、区市町長は、速やかに雨水流出抑制事業実績報告書（別記第４号様式）に関係書類

を添付して知事に提出するものとする。 

第 10 補助金の額の確定等 

  知事は、雨水流出抑制事業実績報告書の内容を審査するとともに必要に応じて現地調

査等を行い、その報告に係る抑制事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、雨水流出抑制事業

補助金額確定通知書（別記第５号様式）により区市町長に通知するものとする。 

第 11 補助金の交付 

  知事は、補助金の額の確定後、区市町長が提出する請求書（別記第６号様式）に基づ

き、補助金を交付する。 

第 12 補助金の交付決定の取消し及び補助金の返還 

  補助金の交付決定を受けた区市町について次の事由に該当する事項が生じた場合は、

知事は、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、既に交

付した補助金があるときは、その全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 １ この要綱の規定に違反したとき。 

 ２ 補助金の交付条件に違反したとき。 

 ３ 補助金に係る助成金の全部又は一部を助成事業の対象者から返還させたとき。 

第 13 違約加算金及び延滞金 

 １ 第 12 の規定により知事が補助金の交付決定の全部又は一部の取消しをした場合にお

いて、交付決定を受けた区市町に対して補助金の返還を命じたときは、当該区市町はそ
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の命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その

一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、

年 10.95 パーセントの割合で計算した違約加算金（100 円未満の場合を除く。）を納付

しなければならない。 

２ 知事が、交付決定を受けた区市町に対し、補助金の返還を命じた場合において、当

該区市町がこれを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日まで

の日数に応じ、その未納付額につき、年 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金（100

円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

第 14 違約加算金の計算 

 １ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における第 13 の１の規定の適用につ

いては、返還を命じた額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、

当該返還を命じた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に

達するまで順次遡りそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

２ 第 13 の１の規定により加算金の納付を命じた場合において、当該区市町の納付した

金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命

じた補助金の額に充てるものとする。 

第 15 延滞金の計算 

第 13 の２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金等の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計

算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

第 16 他の補助金の一時停止等 

   区市町に対し補助金の返還を命じ、区市町が当該補助金、違約加算金又は延滞金の全

部又は一部を納付しない場合において、そのものに対して、同種の事務又は事業につい

て交付すべき補助金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当

該補助金と未納付額とを相殺するものとする。 

第 17 その他 

  この要綱の定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項は東京都補助金等交付

規則（昭和 37年東京都規則第 141 号）に定めるところによる。 

 

 附  則 

  この要綱は、平成 21年４月１日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、平成 23年４月１日から施行する。 

附  則 
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  この要綱は、平成 24年４月２日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

附  則 

  この要綱は、令和３年５月 20日から施行し、同年４月 28 日から適用する。
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第１号様式 

第     号  

    年  月  日  

 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

 

住所（所在地） 

申請者 

氏名             ㊞  

 

 

雨水流出抑制事業補助金交付申請書 

 

 

 雨水流出抑制事業について補助金の交付を受けたいので、雨水流出抑制事業補助要綱第

６により下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助対象の雨水流出抑制事業の目的及び内容 

 

  （浸透ます  個・浸透トレンチ  ｍ・既存住宅付帯工事  件・雨水タンク  個） 

 

２ 交付申請額 

              \                    

 

３ 添付書類 

  雨水流出抑制事業新規調書、雨水流出抑制事業適用地域図 

  区市町の雨水流出抑制事業の要綱・規程等、その他（        ） 
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第２号様式 

第     号  

  年  月  日  

 

 

          殿 

 

 

東 京 都 知 事 

 

 

雨水流出抑制事業補助金交付決定通知書 

 

 

  年  月  日付    第    号で補助金交付申請のあったことについ

て、雨水流出抑制事業補助要綱第７の１により下記のとおり決定したので、同要綱第７の

２により通知する。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額 

               \                      

 

２ 交付条件 

（１） 雨水流出抑制事業の実施について次の各号に該当する場合は、あらかじ

め知事の承認を受けなければならない。 

ア 雨水流出抑制事業を中止し、又は廃止するとき。 

イ 雨水流出抑制事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が

困難となったとき。 

（２） 補助金の交付に関しては、（１）に定めるもののほか、雨水流出抑制事業補

助要綱（平成 21 年４月１日付 21 都市基調第 563 号）及び東京都補助金等交

付規則（昭和 37 年東京都規則第 141 号）の定めるところによる。 

（３） 申請の撤回 

     申請者は、この交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があると

きは、この通知受領後 14日以内に、申請の撤回をすることができる。  
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第３号様式 

第     号  

  年  月  日  

 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

 

                        住所（所在地） 

申請者 

                       氏名             ㊞  

 

 

雨水流出抑制事業補助金交付決定額変更申請書 

 

 

  年  月  日付    第    号で補助金の交付決定を受けた雨水流出

抑制事業について、交付決定額の変更を受けたいので、雨水流出抑制事業補助要綱第８に

より下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助対象の雨水流出抑制事業の目的及び内容 

 

  （浸透ます  個・浸透トレンチ  ｍ・既存住宅付帯工事  件・雨水タンク  個） 

 

２ 変更交付申請額 

（１）交付決定額 

（２）変更交付申請額 

（３）増・減額 

 

３ 変更理由 

 

４ 添付書類 

 雨水流出抑制事業変更調書、その他（       ） 
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第４号様式 

第     号  

  年  月  日  

 

東 京 都 知 事 殿 

         

 

                        住所（所在地） 

                    申請者 

氏名             ㊞  

 

 

雨水流出抑制事業実績報告書 

 

 

     年  月  日付   第    号をもって補助金の交付決定を受けた 

雨水流出抑制事業が完了したので、雨水流出抑制事業補助要綱第９により、下記の 

とおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助対象の雨水流出抑制事業の目的及び内容 

 

  （浸透ます  個・浸透トレンチ  ｍ・既存住宅付帯工事  件・雨水タンク  個） 

 

２ 補助金交付決定額 

 

３ 雨水流出抑制事業の完了年月日 

 

４ 添付書類 

  雨水流出抑制事業箇所別実績調書、その他（         ） 
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第５号様式 

第     号  

  年  月  日  

 

          殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

雨水流出抑制事業補助金額確定通知書 

 

 

     年  月  日付     第    号で実績報告のあった雨水流出抑制事

業については、雨水流出抑制事業補助要綱第１０により下記のとおり補助金の額を確定し

たので通知する。 

 

 

記 

 

 

１ 補助確定金額 

 \                      

 

２ 補助金交付決定額 

 \                      
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第６号様式 

 

 

請  求  書 
 

 

請 求 金 額 

 億 千 百 拾 万 千 百 十 一 

          

 

 

      年  月  日付       第      号 

 雨水流出抑制事業補助金額確定通知書による補助金 

 

 

     上記の金額を請求いたします。 

 

 

    年  月  日 

 

 

東京都知事  殿 

             

 

 

                        住所（申請者） 

                    申請者 

                  氏名             ㊞  
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雨水流出抑制事業新規調書
区市町村名

円 件（家屋数）

単位貯留浸透量
(m3/個)

ますの径
(㎜)

深さ
(㎜)

数量 単位
標準工事費

単価
自治体単価 金　額

PⅠ 0.250 150 400 個

 Ⅱ 0.332 200 400 個

 Ⅲ 0.512 250 500 個

 Ⅳ 0.618 300 500 個

 Ⅴ 0.863 350 600 個

 Ⅵ 0.998 400 600 個

 Ⅶ 1.710 500 800 個

単位貯留浸透量
(m3/m)

Ｗ×Ｈ
(㎜)

管径
(㎜)

数量 単位
標準工事費

単価
自治体単価 金　額

ТⅠ 0.247 250×300 75 ｍ

  Ⅱ 0.284 300×350 100 ｍ

  Ⅲ 0.324 350×400 125 ｍ

  Ⅳ 0.365 400×450 150 ｍ

  Ⅴ 0.499 550×600 200 ｍ

  Ⅵ 0.658 750×750 200 ｍ

数量 単位
標準工事費

単価
自治体単価 金　額

件

数量 単位 補助上限単価 自治体単価 金　額

雨水タンク購入費 個 7,700

・雨水タンクについて自治体単価を定めている場合はその単価を記入すること。

　浸透ます

　浸透トレンチ

　既存住宅付帯工事費

　補助申請額及び予定件数

合        計

合        計

・東京都雨水貯留・浸透施設技術指針（資料編）P42の標準的な浸透ます、浸透トレンチの形状に合致
しない場合は、単位貯留･浸透量を算出し、標準的な浸透ます、浸透トレンチの単位貯留･浸透量と比
較し、直近下位のものとして記入すること。
・単価は東京都が定める標準工事費単価を上限として、各自治体の単価を記入すること。

既存住宅付帯工事費一式

　注意事項

補助対象事業費合計（ます+トレンチ+既存住宅付帯工事費＋雨水タンク購入費）

　雨水タンク購入費

　コメント

補助申請予定額（ます、トレンチ、付帯工事合計額×45%＋雨水タンク×13.75％）　
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雨水流出抑制事業変更調書

既存住宅付帯工事 

個数
能力

標準単価 
延長
ｍ 
能力

標準単価 単価 個数 本体単価 助成金

 記載要領     ・本補助金以外の補助金または交付金がある場合は、その旨金額を記入すること。
         ・補助金＝標準工事費と助成金を比較し、少ない額の４５％＋雨水タンクの本体価格の１３．７５％

合       計 

浸透ます 浸透トレンチ 
予定工期 工事箇所 番号

単位対策量

ｍ 3／ha
(B/A×
10000)

対策量ｍ
3

（浸透量）
（貯留量）

(B)

屋根面積 
   ㎡ 

敷地面積
   ㎡

(A)
備  考

補助金 
    円

助成金
    円

標準工事費
    円

補助金・ 

交付金 

（本補助 

金以外） 
   円 

雨水タンク

 

-
 
1
4
 
- 
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雨水流出抑制事業箇所別実績調書

番号 建物所有者 
氏   名 工事箇所

予定工期 
  

（月）

敷地面積
   ㎡

(A) 
屋根面積
   ㎡

対策量ｍ
3

（浸透量） 
（貯留量） 

(B)

単位対策量 
ｍ

3 
／ha 

(B/A×10000)

 完了 年月日
 終了 確認年月日 備考 

合       計

-
 
1
5
 
- 

 


